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公布された条例のあらまし 
 

◇ 附属機関の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

１ 条例概要 

人事委員会の附属機関として和歌山県人事委員会所管公募型プロポーザル方式等事業者選定委員

会を設置しました。（第２条関係） 

２ 施行期日 

公布の日から施行します。 

◇ 職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

１ 条例概要 

職員に支給する特殊勤務手当について、新型コロナウイルス感染症から県民の生命及び健康を保 

護するために緊急に行われた措置に係る作業に従事したときの防疫業務等手当の特例を廃止すると 

とともに、規定の整備を行いました。（第８条並びに附則第１９項及び第２０項関係） 

２ 施行期日 

公布の日から施行します。 

◇ 和歌山県税条例の一部を改正する条例 

１ 条例概要 

地方税法等の一部改正に伴い、所要の改正等を行うこととしました。その主な内容は、次のとお

りです。 

（１）公示送達 

公示送達について、施行規則で定める方法により不特定多数の者が閲覧することができる状態

に置く措置をとるとともに、課税地を所轄する県税事務所の掲示場に掲示し、又は当該県税事務

所に設置した電子計算機の映像面に表示したものの閲覧をすることができる状態に置く措置をと

ることによってするものとしました。（第１３条関係） 

（２）個人の県民税 

森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律等の施行に伴い、規定の整備を行うこととしまし

た。（第２８条関係） 

（３）自動車税 

ア 偽りその他不正の手段により国土交通大臣の認定等を受けたことを事由として、納付すべき 
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自動車税の環境性能割又は種別割の額について不足額が生じた場合における、当該国土交通大

臣の認定を受けた者が納付すべき当該不足額に加算する金額の割合を引き上げることとしまし

た。（附則第１５項の４及び第１６項の７関係） 

イ 地方税法第１４９条第１項第６号に規定する軽油自動車に対する自動車税の環境性能割の非

課税の措置の適用期限を延長しないこととしました。（附則第１５項の２関係） 

２ 施行期日 

令和６年１月１日から施行します。ただし、次の改正は、それぞれに定める日から施行します。 

（１）（３）イの改正規定、第６５条及び附則第１６項の改正規定並びに附則第６項の規定 令和７

年４月１日 

（２）（１）の改正規定及び附則第２項の規定 地方税法等の一部を改正する法律（令和５年法律第

１号）附則第１条第１２号に掲げる規定の施行の日 

◇ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行条例の一部を改正す

る条例 

１ 条例概要 

幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の職員資格に関する特例及び幼保連携型認定こども

園の設備、運営、職員の数等に係る特例等を改めるとともに、所要の改正等を行いました。（別

表第１及び別表第２関係） 

２ 施行期日 

公布の日から施行します。 

◇ 企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例 

１ 条例概要 

企業職員の給与の減額に係る高齢者部分休業の承認の対象となる職員の要件を改めました。（第

１８条関係） 

２ 施行期日 

公布の日から施行します。 

◇ 警察職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

１ 条例概要 

警察職員に支給する特殊勤務手当について、警護等手当の支給の対象となる業務の区分を改める

とともに、所要の改正を行うほか、新型コロナウイルス感染症から県民の生命及び健康を保護す

るために緊急に行われた措置に係る業務に従事したときの感染症患者等接触手当の特例を廃止し

ました。（第２２条並びに附則第７項及び第８項関係） 

２ 施行期日 

公布の日から施行し、この条例による改正後の警察職員の特殊勤務手当に関する条例第２２条の

規定は、令和５年４月１日から適用します。 
 
 

    条     例 

 

 

 

 

 

 

 

附属機関の設置等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令 和 5 年 7 月 6 日

和歌山県知事 岸 本 周 平

和歌山県条例第27号
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附属機関の設置等に関する条例の一部を改正する条例

附属機関の設置等に関する条例（昭和28年和歌山県条例第 2 号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（附属機関の設置） （附属機関の設置）
第 2 条 略 第 2 条 略
2 略 2 略
3 人事委員会の附属機関として、人事委員会が
発注する役務の提供の業務に係る随意契約の締
結のため公募の方法により事業者を選定する場
合の当該事業者の選定についての審査に関する
事務を処理させるため、和歌山県人事委員会所
管公募型プロポーザル方式等事業者選定委員会
を置く。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令 和 5 年 7 月 6 日

和歌山県知事 岸 本 周 平

和歌山県条例第28号

職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

職員の特殊勤務手当に関する条例（平成12年和歌山県条例第65号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（社会福祉業務手当） （社会福祉業務手当）
第 8 条 略 第 8 条 略
2 前項の手当の額は、勤務 1 日につき6 4 0円と 2 前項の手当の額は、勤務 1 日につき6 4 0円と
する。ただし、児童福祉法第12条第 1 項の規定 とする。ただし、児童福祉法第12条第 1 項の規
に基づき設置される児童相談所に勤務する職員 定に基づき設置される児童相談所に勤務する職
にあっては、前項の業務のうち、同法に定める 員にあっては、前項の業務のうち、同法に定め
相談、指導等の業務に従事した場合は、勤務 1 る相談、指導等の業務に従事した場合は、勤務
日につき1,000円とする。 1 日につき1,000円とする。

附 則 附 則
18 略 18 略

（防疫業務等手当の特例）
19 職員が、新型コロナウイルス感染症（病原体

がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（
令和 2 年 1 月に、中華人民共和国から世界保健
機関に対して、人に伝染する能力を有すること
が新たに報告されたものに限る。）であるもの
に限る。以下同じ。）から県民の生命及び健康
を保護するために緊急に行われた措置に係る作
業であって次に掲げるものに従事したときは、
防疫業務等手当を支給する。この場合において
、第 9条の規定は適用しない。

新型コロナウイルス感染症の患者（以下「(１)
患者」という。）に対する質問若しくは調査
、患者の移送又は患者に対する医療
新型コロナウイルス感染症の病原体の有無(２)

に関する検査
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前 2 号に掲げるもののほか、人事委員会が(３)
定めるもの

20 前項の手当の額は、次の各号に掲げる場合に
応じ、当該各号に定める額とする。

前項第 1 号又は第 3 号の作業に従事した場(１)
合 勤務 1日につき3,000円（患者の身体に
接触して又は患者に長時間にわたり接して行
う作業その他人事委員会がこれに準ずると認
める作業に従事した場合にあっては、4,000
円）
前項第 2号の作業に従事した場合 勤務 1(２)

日につき3 3 0円

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

和歌山県税条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令 和 5 年 7 月 6 日

和歌山県知事 岸 本 周 平

和歌山県条例第29号

和歌山県税条例の一部を改正する条例

（和歌山県税条例の一部改正）

第 1 条 和歌山県税条例（昭和25年和歌山県条例第37号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（公示送達） （公示送達）
第13条 法第20条の 2 の規定による公示送達は、 第13条 法第20条の 2 の規定による公示送達は、

施行規則で定める方法により不特定多数の者が 課税地を所轄する県税事務所の掲示場に掲示し
閲覧することができる状態に置く措置をとると て行うものとする。
ともに、課税地を所轄する県税事務所の掲示場
に掲示し、又は当該県税事務所に設置した電子
計算機の映像面に表示したものの閲覧をするこ
とができる状態に置く措置をとることによって
するものとする。

（個人の県民税に係る徴収金又は森林環境税に （個人の県民税に係る徴収金の払込等の手続）
係る徴収金の払込等の手続）

第28条 市町村が法第7 3 9条の 4 第 2 項及び施行 第28条 市町村が法第42条第 3 項及び施行令第 8
令第57条の 4 の 2 の規定により個人の県民税に 条の規定によって個人の県民税に係る徴収金を
係る徴収金又は森林環境税に係る徴収金（法第 県に払い込む場合においては、払込書によらな
17条の 2 の 2 第 1 項第 1 号に規定する森林環境 ければならない。
税に係る徴収金をいう。）を県に払い込む場合
には、払込書によらなければならない。

（利子割に係る不足金額等の納入手続） （利子割に係る不足金額等の納入手続）
第36条の 8 利子割の特別徴収義務者は、法第71 第36条の 8 利子割の特別徴収義務者は、法第71

条の11第 4 項の規定による更正若しくは決定の 条の11第 4 項の規定による更正若しくは決定の
通知又は法第71条の14第 7 項の規定による過少 通知又は法第71条の14第 6 項の規定による過少
申告加算金額若しくは不申告加算金額の決定の 申告加算金額若しくは不申告加算金額の決定の
通知若しくは法第71条の15第 5 項の規定による 通知若しくは法第71条の15第 5 項の規定による
重加算金額の決定の通知を受けた場合には、当 重加算金額の決定の通知を受けた場合において
該不足金額（更正による納入金額の不足額又は は、当該不足金額（更正による納入金額の不足
決定による納入金額をいう。）及びその延滞金 額又は決定による納入金額をいう。）及びその
又は過少申告加算金若しくは不申告加算金若し 延滞金又は過少申告加算金若しくは不申告加算
くは重加算金を納入書により納入しなければな 金若しくは重加算金を納入書によって納入しな
らない。 ければならない。



    和歌山県報  号外 令和 5年 7月 6日（木曜日） 

－ 5 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（配当割に係る不足金額等の納入手続） （配当割に係る不足金額等の納入手続）
第36条の14 配当割の特別徴収義務者は、法第71 第36条の14 配当割の特別徴収義務者は、法第71

条の32第 4 項の規定による更正若しくは決定の 条の32第 4 項の規定による更正若しくは決定の
通知又は法第71条の35第 8 項の規定による過少 通知又は法第71条の35第 7 項の規定による過少
申告加算金額若しくは不申告加算金額の決定の 申告加算金額若しくは不申告加算金額の決定の
通知若しくは法第71条の36第 5 項の規定による 通知若しくは法第71条の36第 5 項の規定による
重加算金額の決定の通知を受けた場合には、当 重加算金額の決定の通知を受けた場合において
該不足金額（更正による納入金額の不足額又は は、当該不足金額（更正による納入金額の不足
決定による納入金額をいう。）及びその延滞金 額又は決定による納入金額をいう。）及びその
又は過少申告加算金若しくは不申告加算金若し 延滞金又は過少申告加算金若しくは不申告加算
くは重加算金を納入書により納入しなければな 金若しくは重加算金を納入書によって納入しな
らない。 ければならない。

（株式等譲渡所得割に係る不足金額等の納入手 （株式等譲渡所得割に係る不足金額等の納入手
続） 続）

第36条の20 株式等譲渡所得割の特別徴収義務者 第36条の20 株式等譲渡所得割の特別徴収義務者
は、法第71条の52第 4 項の規定による更正若し は、法第71条の52第 4 項の規定による更正若し
くは決定の通知又は法第71条の55第 8 項の規定 くは決定の通知又は法第71条の55第 7 項の規定
による過少申告加算金額若しくは不申告加算金 による過少申告加算金額若しくは不申告加算金
額の決定の通知若しくは法第71条の56第 5 項の 額の決定の通知若しくは法第71条の56第 5 項の
規定による重加算金額の決定の通知を受けた場 規定による重加算金額の決定の通知を受けた場
合には、当該不足金額（更正による納入金額の 合においては、当該不足金額（更正による納入
不足額又は決定による納入金額をいう。）及び 金額の不足額又は決定による納入金額をいう。
その延滞金又は過少申告加算金若しくは不申告 ）及びその延滞金又は過少申告加算金若しくは
加算金若しくは重加算金を納入書により納入し 不申告加算金若しくは重加算金を納入書によっ
なければならない。 て納入しなければならない。

（法人の事業税の不足税額等の納付手続） （法人の事業税の不足税額等の納付手続）
第42条の 2 の 4 法人の事業税の納税者は、法第 第42条の 2 の 4 法人の事業税の納税者は、法第

72条の42の規定による更正若しくは決定の通知 72条の42の規定による更正若しくは決定の通知
又は法第72条の46第 7 項の規定による過少申告 又は法第72条の46第 6 項の規定による過少申告
加算金額若しくは不申告加算金額の決定の通知 加算金額若しくは不申告加算金額の決定の通知
若しくは法第72条の47第 5 項の規定による重加 若しくは法第72条の47第 5 項の規定による重加
算金額の決定の通知を受けた場合には、当該不 算金額の決定の通知を受けた場合においては、
足税額（更正による不足税額又は決定による税 当該不足税額（更正による不足税額又は決定に
額をいう。）及びその延滞金又は過少申告加算 よる税額をいう。）及びその延滞金又は過少申
金若しくは不申告加算金若しくは重加算金を納 告加算金若しくは不申告加算金若しくは重加算
付書により納付しなければならない。 金を納付書によって納付しなければならない。

（県たばこ税に係る不足金額等の納付手続） （県たばこ税に係る不足金額等の納付手続）
第42条の35の11 県たばこ税の申告納税者は、法 第42条の35の11 県たばこ税の申告納税者は、法

第74条の20第 4 項の規定による更正若しくは決 第74条の20第 4 項の規定による更正若しくは決
定の通知又は法第74条の23第 7 項の規定による 定の通知又は法第74条の23第 6 項の規定による
過少申告加算金額若しくは不申告加算金額の決 過少申告加算金額若しくは不申告加算金額の決
定の通知若しくは法第74条の24第 5 項の規定に 定の通知若しくは法第74条の24第 5 項の規定に
よる重加算金額の決定の通知を受けた場合には よる重加算金額の決定の通知を受けた場合にお
、当該不足税額（更正による不足税額又は決定 いては、当該不足税額（更正による不足税額又
による税額をいう。）及びその延滞金又は過少 は決定による税額をいう。）及びその延滞金又
申告加算金若しくは不申告加算金若しくは重加 は過少申告加算金若しくは不申告加算金若しく
算金を納付書により納付しなければならない。 は重加算金を納付書によって納付しなければな

らない。

（ゴルフ場利用税に係る不足金額等の納入手続 （ゴルフ場利用税に係る不足金額等の納入手続
） ）

第42条の46 ゴルフ場利用税の特別徴収義務者は 第42条の46 ゴルフ場利用税の特別徴収義務者は
、法第87条第 4 項の規定による更正若しくは決 、法第87条第 4 項の規定による更正若しくは決
定の通知又は法第90条第 7 項の規定による過少 定の通知又は法第90条第 6 項の規定による過少
申告加算金額若しくは不申告加算金額の決定の 申告加算金額若しくは不申告加算金額の決定の
通知若しくは法第91条第 5 項の規定による重加 通知若しくは法第91条第 5 項の規定による重加
算金額の決定の通知を受けた場合には、当該不 算金額の決定の通知を受けた場合においては、
足金額（更正による納入金の不足額又は決定に 当該不足金額（更正による納入金の不足額又は
よる納入金額をいう。）及びその延滞金又は過 決定による納入金額をいう。）及びその延滞金
少申告加算金若しくは不申告加算金若しくは重 又は過少申告加算金若しくは不申告加算金若し
加算金を納入書により納入しなければならない くは重加算金を納入書によって納入しなければ
。 ならない。

（軽油引取税に係る不足金額等の納入又は納付 （軽油引取税に係る不足金額等の納入又は納付
の手続） の手続）

第58条の28 軽油引取税の特別徴収義務者又は申 第58条の28 軽油引取税の特別徴収義務者又は申
告納付すべき納税者は、法第1 4 4条の44第 4 項 告納付すべき納税者は、法第1 4 4条の44第 4 項
の規定による更正若しくは決定の通知又は法第 の規定による更正若しくは決定の通知又は法第
1 4 4条の47第 7 項の規定による過少申告加算金 1 4 4条の47第 6 項の規定による過少申告加算金
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額若しくは不申告加算金額の決定の通知若しく 額若しくは不申告加算金額の決定の通知若しく
は法第1 4 4条の48第 5 項の規定による重加算金 は法第1 4 4条の48第 5 項の規定による重加算金
額の決定の通知を受けた場合には、不足金額（ 額の決定の通知を受けた場合においては、不足
更正による納入金若しくは税金の不足額又は決 金額（更正による納入金若しくは税金の不足額
定による納入金額若しくは税額をいう。）及び 又は決定による納入金額若しくは税額をいう。
その延滞金又は過少申告加算金若しくは不申告 ）及びその延滞金又は過少申告加算金若しくは
加算金若しくは重加算金を納入書又は納付書に 不申告加算金若しくは重加算金を納入書又は納
より納入し、又は納付しなければならない。 付書によって納入し、又は納付しなければなら

ない。

（環境性能割に係る不足金額等の納付手続） （環境性能割に係る不足金額等の納付手続）
第73条の 3 環境性能割の納税者は、法第1 6 8条 第73条の 3 環境性能割の納税者は、法第1 6 8条

第 4 項の規定による更正若しくは決定の通知又 第 4 項の規定による更正若しくは決定の通知又
は法第1 7 1条第 7 項の規定による過少申告加算 は法第1 7 1条第 6 項の規定による過少申告加算
金額若しくは不申告加算金額の決定の通知若し 金額若しくは不申告加算金額の決定の通知若し
くは法第1 7 2条第 5 項の規定による重加算金額 くは法第1 7 2条第 5 項の規定による重加算金額
の決定の通知を受けた場合には、当該不足税額 の決定の通知を受けた場合においては、当該不
（更正による不足税額又は決定による税額をい 足税額（更正による不足税額又は決定による税
う。）及びその延滞金又は過少申告加算金若し 額をいう。）及びその延滞金又は過少申告加算
くは不申告加算金若しくは重加算金を納付書に 金若しくは不申告加算金若しくは重加算金を納
より納付しなければならない。 付書によって納付しなければならない。

附 則 附 則
（特定中小会社が発行した株式に係る譲渡損失 （特定中小会社が発行した株式に係る譲渡損失
の繰越控除等及び譲渡所得等の課税の特例） の繰越控除等及び譲渡所得等の課税の特例）

14の 2 の20 県民税の所得割の納税義務者（租税 14の 2 の20 租税特別措置法第37条の13第 1 項に
特別措置法第37条の13第 1 項に規定する特定中 規定する特定中小会社（以下この項において「
小会社（以下この項において「特定中小会社」 特定中小会社」という。）の同条第 1 項に規定
という。）の同条第 1 項に規定する特定株式（ する特定株式（以下この項及び附則第14項の 2
以下この項及び附則第14項の 2 の22から附則第 の22から附則第14項の 2 の24までにおいて「特
14項の 2 の24までにおいて「特定株式」という 定株式」という。）を払込み（当該株式の発行
。）を払込み（当該株式の発行に際してするも に際してするものに限る。以下この項及び附則
のに限る。以下この項及び附則第14項の 2 の24 第14項の 2 の24において同じ。）により取得（
において同じ。）により取得（同法第29条の 2 同法第29条の 2 第 1 項本文の規定の適用を受け
第 1 項本文の規定の適用を受けるものを除く。 るものを除く。以下この項及び附則第14項の 2
以下この項及び附則第14項の 2 の24において同 の24において同じ。）をした県民税の所得割の
じ。）をしたもの（当該取得をした日において 納税義務者（当該取得をした日においてその者
その者を判定の基礎となる株主として選定した を判定の基礎となる株主として選定した場合に
場合に当該特定中小会社が法人税法第 2 条第10 当該特定中小会社が法人税法第 2 条第10号に規
号に規定する会社に該当することとなるときに 定する会社に該当することとなるときにおける
おける当該株主その他の施行令で定める者であ 当該株主その他の施行令で定める者であったも
ったものを除く。）又は租税特別措置法第37条 のを除く。附則第14項の 2 の22から附則第14項
の13の 2 第 1 項に規定する株式会社の同項に規 の 2 の24までにおいて同じ。）について、租税
定する設立特定株式を払込みにより取得をした 特別措置法第37条の13の 2 第 1 項に規定する適
もの（当該株式会社の発起人であることその他 用期間（附則第14項の 2 の24において「適用期
の施行令で定める要件を満たすものに限る。） 間」という。）内に、その有する当該払込みに
に限る。附則第14項の 2 の22から附則第14項の より取得をした特定株式が株式としての価値を
2 の24までにおいて同じ。）について、同法第 失ったことによる損失が生じた場合として同条
37条の13の 3 第 1 項に規定する適用期間（附則 第 1 項各号に掲げる事実が発生したときは、同
第14項の 2 の24において「適用期間」という。 項各号に掲げる事実が発生したことは当該特定
）内に、その有する当該払込みにより取得をし 株式の譲渡をしたことと、当該損失の金額とし
た特定株式が株式としての価値を失ったことに て施行令で定める金額は当該特定株式の譲渡を
よる損失が生じた場合として同条第 1 項各号に したことにより生じた損失の金額とそれぞれみ
掲げる事実が発生したときは、同項各号に掲げ なして、附則第14項及び附則第14項の 2 の20か
る事実が発生したことは当該特定株式の譲渡を ら附則第14項の 2 の24までの規定その他の県民
したことと、当該損失の金額として施行令で定 税に関する規定を適用する。
める金額は当該特定株式の譲渡をしたことによ
り生じた損失の金額とそれぞれみなして、附則
第14項及び附則第14項の 2 の20から附則第14項
の 2 の24までの規定その他の県民税に関する規
定を適用する。

14の 2 の21～14の 2 の23 略 14の 2 の21～14の 2 の23 略

14の 2 の24 前 2 項に規定する特定株式に係る譲 14の 2 の24 前 2 項に規定する特定株式に係る譲
渡損失の金額とは、当該県民税の所得割の納税 渡損失の金額とは、当該県民税の所得割の納税
義務者が、適用期間内に、その払込みにより取 義務者が、適用期間内に、その払込みにより取
得をした特定株式の譲渡（租税特別措置法第37 得をした特定株式の譲渡（租税特別措置法第37
条の13の 3 第 8 項に規定する譲渡をいう。）を 条の13の 2 第 8 項に規定する譲渡をいう。）を
したことにより生じた損失の金額として施行令 したことにより生じた損失の金額として施行令
で定めるところにより計算した金額のうち、当 で定めるところにより計算した金額のうち、当
該納税義務者の当該譲渡をした年の末日の属す 該納税義務者の当該譲渡をした年の末日の属す
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る年度の翌年度の県民税に係る法附則第35条の る年度の翌年度の県民税に係る法附則第35条の
2 第 1 項に規定する一般株式等に係る譲渡所得 2 第 1 項に規定する一般株式等に係る譲渡所得
等の金額の計算上控除してもなお控除すること 等の金額の計算上控除してもなお控除すること
ができない部分の金額として施行令で定めると ができない部分の金額として施行令で定めると
ころにより計算した金額をいう。 ころにより計算した金額をいう。

（自動車税の環境性能割の非課税） （自動車税の環境性能割の非課税）
15 略 15 略

15の 2 法第1 5 7条第 1 項第 3 号イ若しくはロ又 15の 2 法第1 5 7条第 1 項第 3 号イ若しくはロ又
は第 2 項第 3 号イ若しくはロに掲げる軽油自動 は第 2 項第 3 号イに掲げる軽油自動車（法第14
車（法第1 4 9条第 1 項第 6 号に規定する軽油自 9 条第 1 項第 6 号に規定する軽油自動車をいう
動車をいう。以下この項、附則第16項第 2 号、 。以下この項、附則第16項第 2 号、附則第16項
附則第16項の 2 第 6 号及び附則第16項の 3 第 3 の 2 第 6 号及び附則第16項の 3 第 3 号において
号において同じ。）に対しては、当該軽油自動 同じ。）に対しては、当該軽油自動車の取得が
車の取得が令和 4 年 4 月 1 日から令和 5 年12月 令和 4 年 4 月 1 日から令和 5 年12月31日までの
31日までの間に行われたときに限り、第59条第 間に行われたときに限り、第59条第 1 項の規定
1 項の規定にかかわらず、自動車税の環境性能 にかかわらず、自動車税の環境性能割を課さな
割を課さない。 い。

（自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） （自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例）
15の 3 略 15の 3 略

15の 4 前項の規定の適用がある場合における法 15の 4 前項の規定の適用がある場合における法
第1 6 8条第 2 項の規定による決定により納付す 第1 6 8条第 2 項の規定による決定により納付す
べき自動車税の環境性能割の額は、前項の不足 べき自動車税の環境性能割の額は、前項の不足
額に、これに1 0 0分の35の割合を乗じて計算し 額に、これに1 0 0分の10の割合を乗じて計算し
た金額を加算した金額とする。 た金額を加算した金額とする。

（自動車税の種別割の賦課徴収の特例） （自動車税の種別割の賦課徴収の特例）
16の 6 略 16の 6 略

16の 7 前項の規定の適用がある場合における納 16の 7 前項の規定の適用がある場合における納
付すべき自動車税の種別割の額は、同項の不足 付すべき自動車税の種別割の額は、同項の不足
額に、これに1 0 0分の35の割合を乗じて計算し 額に、これに1 0 0分の10の割合を乗じて計算し
た金額を加算した金額とする。 た金額を加算した金額とする。

第 2 条 和歌山県税条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（環境性能割の税率） （環境性能割の税率）
第65条 次の各号に掲げる自動車に対して課する 第65条 次の各号に掲げる自動車に対して課する

環境性能割の税率は、当該各号に定める率とす 環境性能割の税率は、当該各号に定める率とす
る。 る。

法第1 5 7条第 1 項（同条第 4 項、第 5 項又 法第1 5 7条第 1 項（同条第 4 項又は第 5 項(１) (１)
は第 6 項において準用する場合を含む。）の において準用する場合を含む。）の規定の適
規定の適用を受ける自動車 1 0 0分の 1 用を受ける自動車 1 0 0分の 1
法第1 5 7条第 2 項（同条第 4 項、第 5 項又 法第1 5 7条第 2 項（同条第 4 項又は第 5 項(２) (２)

は第 6 項において準用する場合を含む。）の において準用する場合を含む。）の規定の適
規定の適用を受ける自動車 1 0 0分の 2 用を受ける自動車 1 0 0分の 2
略 略(３) (３)

附 則 附 則
（自動車税の環境性能割の非課税） （自動車税の環境性能割の非課税）

15 略 15 略

15の 2 削除 15の 2 法第1 5 7条第 1 項第 3 号イ若しくはロ又
は第 2 項第 3 号イ若しくはロに掲げる軽油自動
車（法第1 4 9条第 1 項第 6 号に規定する軽油自
動車をいう。以下この項、附則第16項第 2 号、
附則第16項の 2 第 6 号及び附則第16項の 3 第 3
号において同じ。）に対しては、当該軽油自動
車の取得が令和 4 年 4 月 1 日から令和 5 年12月
31日までの間に行われたときに限り、第59条第
1 項の規定にかかわらず、自動車税の環境性能
割を課さない。
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（自動車税の種別割の税率の特例） （自動車税の種別割の税率の特例）
16 次の各号に掲げる自動車（電気自動車（法第 16 次の各号に掲げる自動車（電気自動車（法第
1 4 9条第 1項第 1号に規定する電気自動車をい 1 4 9条第 1項第 1号に規定する電気自動車をい
う。次項第 1号及び附則第16項の 5において同 う。次項第 1号及び附則第16項の 5において同
じ。）、天然ガス自動車（同条第 1項第 2号に じ。）、天然ガス自動車（同条第 1項第 2号に
規定する天然ガス自動車をいう。次項第 2号及 規定する天然ガス自動車をいう。次項第 2号及
び附則第16項の 5において同じ。）、メタノー び附則第16項の 5において同じ。）、メタノー
ル自動車（専らメタノールを内燃機関の燃料と ル自動車（専らメタノールを内燃機関の燃料と
して用いる自動車で施行規則で定めるものをい して用いる自動車で施行規則で定めるものをい
う。同項において同じ。）、混合メタノール自 う。同項において同じ。）、混合メタノール自
動車（メタノールとメタノール以外のものとの 動車（メタノールとメタノール以外のものとの
混合物で施行規則で定めるものを内燃機関の燃 混合物で施行規則で定めるものを内燃機関の燃
料として用いる自動車で施行規則で定めるもの 料として用いる自動車で施行規則で定めるもの
をいう。同項において同じ。）及びガソリンを をいう。同項において同じ。）及びガソリンを
内燃機関の燃料として用いる電力併用自動車（ 内燃機関の燃料として用いる電力併用自動車（
同条第 1項第 3号に規定する電力併用自動車を 同条第 1項第 3号に規定する電力併用自動車を
いう。附則第16項の 5において同じ。）並びに いう。附則第16項の 5において同じ。）並びに
自家用の乗用車及びキャンピング車（三輪の小 自家用の乗用車及びキャンピング車（三輪の小
型自動車であるものを除く。附則第16項の 4及 型自動車であるものを除く。附則第16項の 4及
び附則第16項の 5において同じ。）、第73条の び附則第16項の 5において同じ。）、第73条の
5第 1項第 3号ア に規定する一般乗合用バス 5第 1項第 3号ア に規定する一般乗合用バス(ア) (ア)
並びに被けん引自動車を除く。）に対する当該 並びに被けん引自動車を除く。）に対する当該
各号に定める年度以後の年度分の自動車税の種 各号に定める年度以後の年度分の自動車税の種
別割に係る同項及び同条第 2項の規定の適用に 別割に係る同項及び同条第 2項の規定の適用に
ついては、次の表の左欄に掲げる同条の規定中 ついては、次の表の左欄に掲げる同条の規定中
同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右 同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右
欄に掲げる字句とする。 欄に掲げる字句とする。

略 略(１) (１)
軽油自動車（法第1 4 9条第 1項第 6号に規 軽油自動車その他の前号に掲げる自動車以(２) (２)

定する軽油自動車をいう。次項第 6号及び附 外の自動車で平成27年 3 月31日までに初回新
則第16項の 3第 3号において同じ。）その他 規登録を受けたもの 初回新規登録を受けた
の前号に掲げる自動車以外の自動車で平成27 日から起算して12年を経過した日の属する年
年 3月31日までに初回新規登録を受けたもの 度
初回新規登録を受けた日から起算して12年

を経過した日の属する年度

略 略

16の 2～16の 5 略 16の 2～16の 5 略

附 則

（施行期日）

1 この条例は、令和 6年 1月 1日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める

日から施行する。

第 2条及び附則第 6項の規定 令和 7年 4月 1日(１)

第 1 条中和歌山県税条例第13条の改正規定及び次項の規定 地方税法等の一部を改正する法律（令(２)

和 5 年法律第 1号）附則第 1条第12号に掲げる規定の施行の日

（公示送達に関する経過措置）

2 第 1条の規定による改正後の和歌山県税条例（次項から第 5項までにおいて「新条例」という。）第

13条の規定は、前項第 2号に掲げる規定の施行の日以後にする公示送達について適用し、同日前にした

公示送達については、なお従前の例による。

（県民税に関する経過措置）

3 新条例附則第14項の 2の20から第14項の 2の24までの規定は、新条例附則第14項の 2の20の県民税の

所得割の納税義務者が令和 5年 4月 1日以後に同項に規定する払込みにより同項に規定する取得をする

同項に規定する特定株式について適用し、第 1条の規定による改正前の和歌山県税条例附則第14項の 2
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の20の県民税の所得割の納税義務者が同日前に同項に規定する払込みにより同項に規定する取得をした

同項に規定する特定株式については、なお従前の例による。

（自動車税に関する経過措置）

4 新条例附則第15項の 4 の規定は、この条例の施行の日（以下この項及び次項において「施行日」とい

う。）以後に取得された自動車に対して課すべき自動車税の環境性能割について適用し、施行日前に取

得された自動車に対して課する自動車税の環境性能割については、なお従前の例による。

5 新条例附則第16項の 7 の規定は、令和 5 年度分の施行日以後に納税義務が発生した者に課する自動車

税の種別割及び令和 6 年度以後の年度分の自動車税の種別割について適用し、令和 5 年度分までの施行

日前に納税義務が発生した者に課する自動車税の種別割については、なお従前の例による。

6 附則第 1 項第 1 号に掲げる規定による改正後の和歌山県税条例の規定中自動車税の環境性能割に関す

る部分は、同号に掲げる規定の施行の日以後に取得された自動車に対して課すべき自動車税の環境性能

割について適用し、同日前に取得された自動車に対して課する自動車税の環境性能割については、なお

従前の例による。

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行条例の一部を改正する条

例をここに公布する。

令 和 5 年 7 月 6 日

和歌山県知事 岸 本 周 平

和歌山県条例第30号

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行条例の一部を改正す

る条例

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行条例（平成18年和歌山県

条例第87号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第 1 （第 2 条関係） 別表第 1 （第 2 条関係）
1 ～ 8 略 1 ～ 8 略
9 認定こども園の職員資格に関する特例 9 認定こども園の職員資格に関する特例

略 略(１) (１)
第 2 項第 1 号及び第 4 号（ただし書の規 第 2 項第 1 号及び第 4 号（ただし書の規(２) (２)

定を適用する場合を除く。）の規定により 定を適用する場合を除く。）の規定により
置かなければならない保育士の資格を有す 置かなければならない保育士の資格を有す
る者については、当分の間、幼稚園の教員 る者については、当分の間、幼稚園の教員
免許状又は小学校教諭若しくは養護教諭の 免許状又は小学校教諭若しくは養護教諭の
普通免許状（教育職員免許法（昭和24年法 普通免許状（教育職員免許法（昭和24年法
律第1 4 7号）第 4 条第 2 項に規定する普通 律第1 4 7号）第 4 条第 2 項に規定する普通
免許状をいう。次号及び第 6 号において同 免許状をいう。次号及び第 5 号において同
じ。）を有する者（現に当該施設において じ。）を有する者（現に当該施設において
主幹養護教諭及び養護教諭として従事して 主幹養護教諭及び養護教諭として従事して
いる者を除く。次号及び第 6 号において同 いる者を除く。次号及び第 5 号において同
じ。）をもって代えることができる。 じ。）をもって代えることができる。
・ 略 ・ 略(３) (４) (３) (４)

第 2 項第 1 号の規定により置かなければ(５)
ならない保育士の資格を有する者について
は、当分の間、 1 人に限って、当該認定こ
ども園に勤務する保健師、看護師又は准看
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護師（以下「看護師等」という。）をもっ
て代えることができる。ただし、満 1 歳未
満の子供の数が 4 人未満である認定こども
園については、子育てに関する知識と経験
を有する看護師等を配置し、かつ、当該看
護師等が保育を行うに当たって当該認定こ
ども園の保育士の資格を有する者による支
援を受けることができる体制を確保しなけ
ればならない。

次の表の左欄に掲げる規定により同表の 次の表の左欄に掲げる規定により同表の(６) (５)
中欄に掲げる者について同表の右欄に掲げ 中欄に掲げる者について同表の右欄に掲げ
る者をもって代える場合においては、同表 る者をもって代える場合においては、同表
の右欄に掲げる者の総数は、第 1 項第 1 号 の右欄に掲げる者の総数は、第 1 項第 1 号
及び第 2 号の規定により認定こども園に置 及び第 2 号の規定により認定こども園に置
くものとされる職員の数の 3 分の 1 を超え くものとされる職員の数の 3 分の 1 を超え
てはならない。 てはならない。

略 略

第 9 項 略 略 第 9 項 略 略
第 4 号 第 4 号

第 9 項 第 2 項第 1 号の規定 看護師等
第 5 号 により置かなければ

ならない保育士の資
格を有する者

別表第 2 （第 3 条関係） 別表第 2 （第 3 条関係）
1 ・ 2 略 1 ・ 2 略
3 職員の数等 3 職員の数等

～ 略 ～ 略(１) (５) (１) (５)
幼保連携型認定こども園は、その運営上 幼保連携型認定こども園は、その運営上(６) (６)

必要と認められる場合は、当該幼保連携型 必要と認められる場合は、当該幼保連携型
認定こども園の職員の一部を他の学校又は 認定こども園の職員の一部を他の学校又は
社会福祉施設の職員に兼ねることができる 社会福祉施設の職員に兼ねることができる
。 。ただし、園児の保育に直接従事する職員

については、この限りでない。
前号の規定は、園児の保育に直接従事す(７)

る職員については、適用しない。ただし、
当該職員を他の社会福祉施設の職員に兼ね
る場合であって、その行う保育に支障がな
い場合は、この限りでない。

4 設備 4 設備
～ 略 ～ 略(１) (20) (１) (20)

幼保連携型認定こども園は、その運営上 幼保連携型認定こども園は、その運営上(21) (21)
必要と認められる場合は、当該幼保連携型 必要と認められる場合は、当該幼保連携型
認定こども園の設備の一部を他の学校、社 認定こども園の設備の一部を他の学校、社
会福祉施設等の設備に兼ねることができる 会福祉施設等の設備に兼ねることができる
。 。ただし、乳児室、ほふく室、保育室、遊

戯室又は便所については、この限りでない
。

前号の規定は、乳児室、ほふく室、保育(22)
室、遊戯室又は便所については、適用しな
い。ただし、これらの設備を他の社会福祉
施設の設備に兼ねる場合であって、その行
う保育に支障がない場合は、この限りでな
い。

5 略 5 略
6 運営 6 運営

～ 略 ～ 略(１) (10) (１) (10)
幼保連携型認定こども園は、業務継続計 園長は、児童福祉法第47条第 3 項の規定(11) (11)

画（幼保連携型認定こども園の学級の編制 により懲戒に関し園児の福祉のために必要
、職員、設備及び運営に関する基準第13条 な措置を採るときは、身体的苦痛を与え、
第 1 項において読み替えて準用する児童福 人格を辱める等その権限を濫用してはなら
祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和 ない。
23年厚生省令第63号）第 9 条の 3 第 1 項に
規定する業務継続計画をいう。以下この号
から第13号までにおいて同じ。）を策定し
、当該業務継続計画に従い必要な措置を講
ずるよう努めなければならない。
幼保連携型認定こども園は、職員に対し(12)
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、業務継続計画について周知するとともに
、必要な研修及び訓練を定期的に実施する
よう努めなければならない。
幼保連携型認定こども園は、定期的に業(13)

務継続計画の見直しを行い、必要に応じて
業務継続計画の変更を行うよう努めるもの
とする。
～ 略 ～ 略(14) (28) (12) (26)

7 幼保連携型認定こども園の職員の数等に係 7 幼保連携型認定こども園の職員の数等に係
る特例 る特例

～ 略 ～ 略(１) (３) (１) (３)
第 3 項第 3 号の表備考 1 に規定する者に(４)

ついては、当分の間、 1 人に限って、当該
幼保連携型認定こども園に勤務する看護師
等をもって代えることができる。ただし、
満 1 歳未満の園児の数が 4 人未満である幼
保連携型認定こども園については、子育て
に関する知識と経験を有する看護師等を配
置し、かつ、当該看護師等が保育を行うに
当たって第 3 項第 3 号の表備考 1 に規定す
る者による支援を受けることができる体制
を確保しなければならない。

前号の場合において、当該看護師等は補(５)
助者として従事する場合を除き、教育課程
に基づく教育に従事してはならない。

第 2 号から第 4 号までの規定により第 3 前 2 号の規定により第 3 項第 3 号の表備(６) (４)
項第 3 号の表備考 1 に規定する者を小学校 考 1 に規定する者を小学校教諭等免許状所
教諭等免許状所持者、知事が保育教諭と同 持者又は知事が保育教諭と同等の知識及び
等の知識及び経験を有すると認める者又は 経験を有すると認める者をもって代える場
看護師等をもって代える場合においては、 合においては、当該小学校教諭等免許状所
当該小学校教諭等免許状所持者、知事が保 持者並びに知事が保育教諭と同等の知識及
育教諭と同等の知識及び経験を有すると認 び経験を有すると認める者の総数は、同号
める者並びに看護師等の総数は、同号の規 の規定により置かなければならない職員の
定により置かなければならない職員の数の 数の 3 分の 1 を超えてはならない。
3 分の 1 を超えてはならない。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令 和 5 年 7 月 6 日

和歌山県知事 岸 本 周 平

和歌山県条例第31号

企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例

企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和42年和歌山県条例第19号）の一部を次のように改正

する。

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（給与の減額） （給与の減額）
第18条 略 第18条 略
2 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれ 2 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれ
かの勤務しない場合に該当するときは、その勤 かの勤務しない場合に該当するときは、その勤
務しない 1 時間につき、勤務 1 時間当たりの給 務しない 1 時間につき、勤務 1 時間当たりの給
与額を減額して給与を支給する。 与額を減額して給与を支給する。

～ 略 ～ 略(１) (３) (１) (３)
職員が高齢者部分休業（当該職員が55歳に 職員が高齢者部分休業（当該職員が当該職(４) (４)

達した日から当該職員に係る定年退職日まで 員に係る定年退職日から 5 年を超えない範囲
の期間中、 1 週間の勤務時間の一部について 内において 1 週間の勤務時間の一部について
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勤務しないことをいう。）の承認を受けて勤 勤務しないことをいう。）の承認を受けて勤
務しないとき。 務しないとき。
・ 略 ・ 略(５) (６) (５) (６)

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

警察職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令 和 5 年 7 月 6 日

和歌山県知事 岸 本 周 平

和歌山県条例第32号

警察職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

警察職員の特殊勤務手当に関する条例（平成13年和歌山県条例第30号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（警護等手当） （警護等手当）
第22条 警護等手当は、職員（第 2 条の規定にか 第22条 警護等手当は、職員（第 2 条の規定にか

かわらず管理職手当を支給される職員を含む。 かわらず管理職手当を支給される職員を含む。
）が次に掲げる業務に従事したときに支給する ）が天皇若しくは皇族の身辺警衛又は内閣総理
。 大臣、国賓その他その身辺の安全を確保する必

要があると人事委員会が認める者の身辺警護に
従事したときに支給する。

天皇又は皇后、上皇、上皇后、皇太子、皇(１)
太子妃、皇嗣若しくは皇嗣妃その他人事委員
会がこれに準ずると認める者の身辺警衛
前号に掲げる皇族以外の皇族の身辺警衛(２)
警護要則（令和 4 年国家公安委員会規則第(３)

15号）第 2 条第 1 号に規定する警護対象者の
身辺警護

2 前項の手当の額は、勤務 1 日につき次のとお 2 前項の手当の額は、勤務 1 日につき6 4 0円と
りとする。 する。ただし、天皇又は皇后、上皇、上皇后、

皇太子、皇太子妃、皇嗣若しくは皇嗣妃の身辺
警衛に従事した場合その他人事委員会がこれに
準ずると認める場合にあっては、1,150円とす
る。

前項第 1 号及び第 3 号の業務 1,150円(１)
前項第 2 号の業務 6 4 0円(２)

附 則 附 則
6 略 6 略

（感染症患者等接触手当の特例）
7 職員が、新型コロナウイルス感染症（病原体
がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（
令和 2年 1 月に、中華人民共和国から世界保健
機関に対して、人に伝染する能力を有すること
が新たに報告されたものに限る。）であるもの
に限る。以下この項において同じ。）から県民
の生命及び健康を保護するために緊急に行われ
た措置に係る業務であって、次に掲げるものに
従事したときは、感染症患者等接触手当を支給
する。この場合において、第27条の規定は適用
しない。

新型コロナウイルス感染症の患者（次項に(１)
おいて「患者」という。）に対する犯罪の捜
査、逮捕、留置、保護その他これらに付随す
る業務
新型コロナウイルス感染症の病原体に汚染(２)

され、又は汚染された疑いがある死体（以下
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この号及び次項において「死体」という。）
の解剖の補助、検視、検証その他の死体の取
扱いの業務

8 前項の手当の額は、勤務 1 日につき3,000円
（患者の身体に接触して若しくは患者に長時間
にわたり接して行う業務又は前項第 2号に掲げ
る業務（死体に接触し、又は長時間にわたり同
号の業務を行うものに限る。）に従事した場合
にあっては、4,000円）とする。

附 則

この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の警察職員の特殊勤務手当に関する条例第22

条の規定は、令和 5 年 4 月 1 日から適用する。
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